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【概要】 

１．本稿では、近年の消費者物価上昇の主因である食料品と、為替との関係に焦点を

当て、円安による国内食料品物価（食料品ＣＰＩ）への影響を検討する。 

２．為替変動が食料品ＣＰＩに波及する経路として、最終消費向けの輸入食品の価格

上昇と、輸入原料等の価格上昇による食料品製造コストの高騰が挙げられる。また、

円安の影響の一部は企業に吸収され、食料品ＣＰＩには部分的に波及する。円安の

影響度は、こうした波及経路の範囲と波及の程度（パススルー率）に左右される。 

３．産業連関分析によれば、国内の食料品需要１単位の発生に対し、最終消費向けの

食料品輸入が 0.13 単位、国内製造食料品の原料等の輸入が 0.22 単位誘発される。

円安が発生した際には、これらが波及経路となって食料品ＣＰＩが押し上げられる。 

４．為替から食料品ＣＰＩへのパススルー率をＶＡＲ分析で推計し、上記の産業連関

分析の結果と統合したところ、10％の円安によって、５四半期後の食料品ＣＰＩが

1.5％程度押し上げられるとの試算結果を得た。これに基づけば、2023 年末前後の

食料インフレの大部分が円安に起因するものだったと考えられる。 

５．我が国では、食料自給率の低さに加え、食料品製造業における輸入原料への依存

度が高いことから、食品小売価格が輸入価格の変動の影響を受けやすい。食料安全

保障の強化のみならず、為替変動に対する国内物価の安定の側面から見ても、我が

国の食料自給率の向上が持つ経済的意義は大きい。とりわけ食料品を主因とした物

価上昇が続く今日において、食料品の国内供給力強化の政策的価値は一段と高まっ

ていると考えられる。 
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１．はじめに 

2022 年４月以降、消費者物価指数（ＣＰＩ）は食料品の価格上昇を主因に前年比＋

３％程度で推移していた。足下の 2026 年１月は１％半ばまで鈍化したが、既往の物価

上昇の背景には、米需給の引締まりのほか、円安や国際的な天候不順などによる輸入

物価の上昇（輸入インフレ）がある。とりわけ、為替相場については趨勢的な円安傾

向にあり、2024 年以降は１ドル当たり 150 円を超える円安水準も多くみられた。円ベ

ースでの輸入物価の上昇は、時間の経過とともに食料品物価を押し上げているとみら

れる。こうした現状を踏まえ、本稿では円安と食料品物価の関係について検討する。 

本稿の構成は以下の通りである。第２節では、消費者物価や輸入物価、為替相場の

動向を確認したうえで、為替変動が食料品物価に影響する経路を整理する。第３節で

は、食料品産業における輸入依存度を産業連関分析で明らかにし、円安の影響が及ぶ

範囲を特定する。第４節では、為替変動が食料品の物価変動に波及する程度をＶＡＲ

分析で推計し、前節の分析結果と統合することで、円安による食料品物価の上昇幅を

試算する。第５節は結びとする。 

 

２．為替変動と食料品物価の関係 

本節では、近年の消費者物価の動向を概観したうえで、食料品物価、為替相場、輸

入物価の関係を確認する。また、為替変動が食料品物価の変動に波及する経路につい

て整理する。 

（近年の物価上昇要因である食料品物価と為替は連動する傾向） 

はじめに、我が国のＣＰＩの動向を確認する。図１は、変動が激しい生鮮食品を除

くＣＰＩの推移である。2021 年後半から、エネルギー価格の高騰を主因に上昇率が高

まり、2023 年半ばにかけては食料品のプラス寄与が拡大した。足下では、人件費等の

高騰によるサービス価格の上昇や、天候等の国内要因に起因した米類の価格上昇が見

られるが、2022 年以降の物価上昇の背景は主として幅広い食料品の価格上昇である。 

続いて、食料品物価、為替相場、輸入物価の関係を確認する。図２は、生鮮食品と

米類を除く 2食料のＣＰＩ（以下、食料品ＣＰＩ）、ドル円相場、円ベースの輸入物価

指数（以下、ＩＰＩ）の推移である。ドル円相場とＩＰＩは１年先行で示しており、

ＣＰＩとＩＰＩの動きの山と谷が概ね一致していることがわかる。2021 年後半から急

速に円安が進んだ結果、ドル円相場は 2022 年 10 月に前年比＋30.1％、ＩＰＩは同年

７月に前年比＋49.5％まで上昇し、タイムラグを伴って食料品ＣＰＩを押し上げたと

みられる。  

 
2 生鮮食品は変動が大きいこと、米類は大半が国内供給であることから、これらを除いてい

る。 
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図１ 消費者物価指数（ＣＰＩ）の推移  図２ 食料品ＣＰＩ、ドル円相場、 

輸入物価指数（ＩＰＩ）の推移 

 
 
（備考）総務省「消費者物価指数」、日本銀行「企業物価指数」、「為替相場(東京インターバンク相場)」

により作成。輸入物価指数（ＩＰＩ）は円ベース。 

 

（円安は複数の経路を通じて食料品物価を押上げ） 

上記のように、円安の影響が食料品ＣＰＩに波及する経路を整理したのが図３であ

る。一般的に、円安は最終消費向けの輸入品の価格を押し上げる。さらに、中間投入

財の輸入価格の上昇を通じ、国内の食料品の製造コストを増加させることによっても

食料品物価を押し上げる。また、この経路には二つの種類がある。一つは、国内製造

食料品の原料となる輸入農水産物などを通じた一次的な影響（図３の「直接波及」）で

ある。そして二つ目は、原料となる農水産物の生産資材や、食品生産設備の部品など、

さらに上流に位置する輸入中間投入を通じた影響（図３の「間接波及」）である。 

 

図３ 円安が食料品ＣＰＩを押し上げる経路 
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ただし、上記の影響の全てが食料品ＣＰＩに反映されるとは限らない。輸入から小

売までの企業間取引の過程で、輸入インフレによるコスト上昇の一部が企業によって

吸収され、いわゆるコストの「パススルー」が生じない部分があるためである。実際

には、ＩＰＩから国内企業物価（ＣＧＰＩ）へ、ＣＧＰＩからＣＰＩへのそれぞれの

価格転嫁率（パススルー率）が食料品ＣＰＩの変動幅を左右する 3。以下では、図３に

示した円安を起点に、①最終消費向け輸入食料品を経由した影響、②輸入中間投入を

経由した影響、③上記①と②におけるパススルー率、の三点に注目することで、円安

による食料品ＣＰＩへの影響を試算する。 

 

３．国内の食料品産業における為替変動の影響範囲 

本節では、国内の食料品産業における輸入依存度を産業連関分析によって明らかに

し、円安の影響が及び得る範囲を特定する。 

（国内産業のコスト構造は為替変動の影響をより受けやすい形へ変化） 

前節の①最終消費向け輸入食料品を経由した影響の多寡は、国内の最終消費向け食

料品に占める輸入品の割合に依存する。農林水産省「令和 2 年（2020 年）農林漁業及

び関連産業を中心とした産業連関表（飲食費のフローを含む。）」によれば、2020 年の

食料品最終消費額（外食除く）は 35.4 兆円、うち輸入品は 4.7 兆円であった。輸入品

の比率は 13％であり、円安が発生した際にはこれらの輸入価格が上昇することで食料

品ＣＰＩが押し上げられる。 

続いて、②の輸入中間投入を経由した影響について考える。総務省「産業連関表」

から、2020 年時点の国内産業の中間投入構造を確認すると、最終財生産に利用される

輸入中間投入（図３の直接波及に相当）の割合は全産業平均で 13.7％と、2000 年時点

の 7.6％から上昇した（図４）。中間投入の輸入依存度が高まったことで、為替変動の

影響をより受けやすいコスト構造が形成されたとみられる。食料品では 10.0％から

14.2％、飲料では 7.6％から 14.1％に上昇するなど、食品関連産業（食料品、飲料、

畜産、漁業）に限っても同様の傾向が見て取れる。 

  

 
3 為替変動によるＣＰＩへの影響を分析した Sasaki et al.（2022）は、為替変動からＩＰ

Ｉへのパススルーの存在も想定しており、そのパススルー率を 0.7 程度と推計した。もっと

も、この想定は、海外の輸出企業が円安の発生に応じて契約通貨ベースの輸出価格を引き下

げるなどの状況を含み、厳密に為替変動による円建ての輸入物価変動の影響のみを取り出し

ていない可能性がある。この影響のみを抽出することは必ずしも容易ではないことから、本

稿では為替変動と円建て輸入物価は完全に連動すると想定（パススルー率 100％を想定）し

た。 
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図４ 中間投入に占める輸入品の比率  図５ 各産業の国内生産１単位に 

 （直接波及）     含まれる輸入中間投入額 

 
 
（備考）総務省「令和２年（2020 年）産業連関表」により作成。108 部門レベルの産業連関表に準

拠。 

 

（食料品の原料となる輸入食料品等を通じた円安の影響が大きい） 

円安は、上記のように原料の輸入物価を押し上げるのみならず、「原料の原料」など

の輸入物価を押し上げ、間接的にも国内生産コストを上昇させ得る（図３の間接波及

に相当）。間接波及を含む円安の影響範囲は、産業連関表を用いて試算することができ

る。輸入中間投入係数を𝐴𝐴𝑚𝑚、国内中間投入係数を𝐴𝐴𝑑𝑑、最終需要の変化を示す行列を𝛥𝛥𝛥𝛥、
単位行列を𝐼𝐼とすると、最終需要の変化に対応する輸入誘発額𝑀𝑀（図３の直接波及と間

接波及の合計）は以下の式で表される 4。 

𝑀𝑀＝𝐴𝐴𝑚𝑚(𝐼𝐼 − 𝐴𝐴𝑑𝑑)−1𝛥𝛥𝛥𝛥 
これに基づき、食品関連産業の国内生産１単位に含まれる輸入中間投入額を試算し

た結果が図５である。とりわけ食料品の生産に利用される輸入中間投入が多く、１単

位の生産で 0.255 単位の中間投入の輸入が誘発される。内訳を見ると、食料品の原料

となる食料品や耕種農業が多く、次いで包装用とみられるプラスチック製品や、石油

製品などの輸入が誘発されやすい。  

 
4 本稿では、中間投入のうち輸入品と国内品を切り分ける必要があることから、非競争輸入

型産業連関表を用いて𝐴𝐴𝑚𝑚と𝐴𝐴𝑑𝑑を区別した。この場合、国内産業の技術係数は、𝐴𝐴𝑑𝑑に基づく輸

入外生モデルのレオンチェフ逆行列𝐴𝐴𝑚𝑚(𝐼𝐼 − 𝐴𝐴𝑑𝑑)−1で表される。これと𝛥𝛥𝛥𝛥の積が、最終需要の変

化による国内生産波及額に相当する。したがって、生産波及の過程で誘発される𝑀𝑀は、

(𝐼𝐼 − 𝐴𝐴𝑑𝑑)−1𝛥𝛥𝛥𝛥と𝐴𝐴𝑚𝑚の積で定義される。 
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（円安の影響が及ぶ範囲は食料品１単位に対し 0.35 単位程度） 

以上をまとめると、食料品の最終消費の 13％を輸入品が占めており、残る 87％の国

内生産に利用される中間投入のうち、25.5％が輸入品由来である（間接波及を含む）。

したがって、食料品の最終需要１単位の発生に伴う輸入誘発額は、①最終消費向けの

輸入食料品として 0.13単位、②国内製造食料品に投入される輸入中間投入として 0.22

単位（＝87％×0.255）となり、計 0.35 単位程度が円安の影響を受け得る範囲となる

（図６）。ただし、円安による食料品ＣＰＩへの影響は、上述したように企業間取引上

のパススルーを通じて希薄化する可能性がある。そこで以下では、①②の各段階にお

けるパススルー率を推計する。 

 

図６ 食料品の最終需要１単位の発生に伴う輸入誘発額 

 
 
（備考）農林水産省「令和２年（2020 年）農林漁業及び関連産業を中心とした産業連関表（飲食費

のフローを含む。）」、総務省「令和２年（2020 年）産業連関表」により作成。 

 

４．円安による国内食料品物価の押上げ効果 

本節では、円安による輸入インフレの発生が国内の食料品物価に波及する程度（パ

ススルー率）や、そのタイムラグについて、ＶＡＲ分析を用いて推計する。 

（輸入インフレの発生後１年程度で食料品物価が上振れ） 

上記①のパススルー率は、最終消費向け輸入食料品物価 5、食料品ＣＰＩ、ＧＤＰギ

ャップの３変数、②のパススルー率は、ＩＰＩ、ＣＧＰＩ、食料品ＣＰＩ、ＧＤＰギ

ャップの４変数を用いたＶＡＲ分析によって推計する。なお、②のパススルー率の推

計におけるＩＰＩから食料品ＣＰＩへの影響には、①のパススルー率の推計で捉えた

「最終消費向け輸入食料品物価から食料品ＣＰＩへの影響」が重複して含まれる。こ

のため、②の推計においては、ＩＰＩから食料品ＣＰＩに対する同時効果にゼロ制約

を課した構造ＶＡＲを用いることで重複を回避した。 

 
5 日本銀行「最終需要・中間需要物価指数」を利用。 
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①の最終消費向け輸入食料品物価と②のＩＰＩの変動に対する、食料品ＣＰＩへの

パススルー率を、インパルス応答関数で示したのが図７、図８である。輸入インフレ

の発生から１年程度で、①のパススルー率は 0.5、②のパススルー率は 0.3 で有意と

なった。食料品ＣＰＩが、図１に見られるように為替変動から１年程度遅行すること

や、内閣府「令和７年度 年次経済財政報告」が指摘するように、川上の中間需要物

価との相関係数が１年程度で最大となることと概ね整合的である。 

 

図７ ①最終消費向け輸入食料品物価    図８ ②ＩＰＩからＣＧＰＩを経由した 

から国内食料品ＣＰＩへの影響  国内食料品ＣＰＩへの影響 

 
 
（備考）１. 日本銀行「企業物価指数」、「最終需要・中間需要物価指数」、内閣府「国民経済計算」、

総務省「消費者物価指数」により作成。 
２. パススルー率はいずれもインパルス応答関数の累積値。シャドーは 95％信頼区間。 
３. 推計は四半期ベース。推計期間は、図７が 2016 年７－９月期～2025 年７－９月期、図 

８が 1995 年７－９月期～2025 年７－９月期。推計に利用した変数は、図７がＧＤＰギ 
ャップ（前年差）、最終消費向け輸入食料品物価（前年比）、食料品ＣＰＩ（前年比）、 
図８がＧＤＰギャップ（前年差）、ＩＰＩ（円ベース、前年比）、ＣＧＰＩ（前年比）、 
食料品ＣＰＩ（前年比）。ラグ次数はいずれもＳＩＣに準拠して２期を選択。ショック 
の識別は、図７が上記の順のコレスキー分解による。図８は、変数を上記の順に並べ 
たうえで、構造行列Ａの上三角非対角部分及びＩＰＩから食料品ＣＰＩへの同時効果 
（Ａ42）を０、対角要素を１とした。 

 

（2023 年末前後の食料インフレの大部分が円安に起因） 

以上の分析結果に基づき、10％の円安ショックによる食料品ＣＰＩへの影響を示し

たものが図９である。食料品ＣＰＩは５四半期後に 1.5％程度、８四半期後に 2.7％程

度上振れすると試算される。なお、図２に示したドル円相場（１年先行）は、2022 年

秋に前年比＋30％程度の円安となり、５四半期後（2023 年末前後）の食料品ＣＰＩ上

昇率は前年比＋６％程度で推移していた。本稿の試算結果に則れば、この大部分にあ
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たる 4.5％pt（＝30％×1.5％pt）程度が円安に起因するものだったと考えられる 6。 

なお、幅広い品目を対象に円安から物価への影響を推計した Sasaki et al.（2022）

に基づけば、10％の円安でコアＣＰＩは 0.2％程度上昇すると考えられる。これに比

べ、本稿の分析で得た押上げ効果が大きい背景には、我が国の食料品関連産業の構造

が輸入物価の影響を受けやすいことや、分析対象を食料品に限定したことなどがある

と推察される。 

 

図９ ①10％の円安ショックによる食料品ＣＰＩへの影響（ベースライン比累積値） 

 
 
（備考）日本銀行「企業物価指数」、「最終需要・中間需要物価指数」、内閣府「国民経済計算」、総務

省「消費者物価指数」、「令和２年（2020 年）産業連関表」、農林水産省「令和２年（2020 年）
農林漁業及び関連産業を中心とした産業連関表（飲食費のフローを含む。）」により作成。 

 

５．結び 

図９に示したように、円安による食料品ＣＰＩの中長期的な押上げ幅は、輸入中間

投入と最終消費向け輸入食品を経由した影響が同程度となった。前者の影響が作用す

る背景として、図４、図５に示したように、国内の食料品製造業が原料としての輸入

食品等に強く依存していること、さらにその傾向が強まっていることが挙げられる。

後者については、我が国の食料自給率が生産額ベースで見ても低め 7であることや、

 
6 本稿では、円安が食料品ＣＰＩに波及する経路を輸入最終財経由及び輸入中間投入経由に

大別し、それぞれに対応したＶＡＲを用いて二つの輸入物価指標のインパルス応答関数（Ｉ

ＲＦ）を推計した。さらに、産業連関分析で特定した二つの円安の波及範囲をウェイトに、

上記の各ＩＲＦを加重平均することで、波及経路間の重複を可能な範囲で回避しながら円安

の影響を試算した。もっとも、上記二つの輸入物価指標は為替変動の影響を受けやすい点で

共通していることから、モデル外における為替変動の影響の重複が必ずしも全て排除されて

いない可能性がある。このため、試算結果はある程度の幅をもってみる必要がある。 
7 農林水産省「世界の食料自給率」等を参照。 
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食料品の国内小売価格が輸入価格の変動の影響を受けやすい（図７に示したパススル

ー率が比較的高い）ことなどが考えられる 8。 

以上の点を踏まえれば、食料安全保障の強化のみならず、為替変動に対する国内物

価の安定の側面から見ても、我が国の食料自給率の向上が持つ経済的意義は大きい。

とりわけ食料品を主因とした物価上昇が続く今日において、食料品の国内供給力強化

の政策的価値は一段と高まっていると考えられる。 
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ろから影響が大きくなっているが、これは中間投入に比べ、中間マージンが多く、その流通

過程で円安の影響が吸収されやすいことが影響している可能性がある。内閣府「平成 21 年
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